
日程 受付
質問議員氏名
（質問時間）

質問事項及び質問趣旨

1
３番

額賀　優　議員
（30分）

１．防災公園について
（１）開園した神栖中央公園の周辺も含めた今後の整備のディ
　　　テールについて
２．地域経済について
（１）鹿島港，コンビナート企業に対する今後の政策について

2
５番

境川　幸雄　議員
（30分）

１．安心・安全なまちづくりについて
（１）防災行政無線整備事業について
　①聞き取り困難区域対策について
（２）障がい福祉事業について
　①障がい者就業支援について
（３）教育現場の現状と今後について
　①土曜日授業の方向について
　②市内高校の定員割れについて
　③進路指導の現況について

3
１番

高橋　佑至　議員
（30分）

１．神栖市防災について
（１）消防団の火災時の活動について
２．医療について
（１）医師不足対策における取り組み，今後の見通し

4
７番

遠藤　貴之　議員
（40分）

１．波崎地区防災拠点施設について
（１）進捗状況について
（２）防災機能について
（３）総合支所機能について
２．水道ビジョンについて
（１）知手配水場について
（２）土合配水場について
（３）防災対応について
３．仮称土研跡防災公園アリーナについて
（１）整備運営事業実施方針について
（２）ＰＦＩ方式について
（３）アドバイザリー事業について
４．新庁舎整備事業について
（１）市庁舎の整備に関する提言書について
（２）第２庁舎整備事業基本設計について
（３）公共施設の整備方針について

5
６番

西山　正司　議員
（30分）

１．賑わいの創出について
（１）市内で実施されているイベントについて
（２）新規活動の誘致について
２．地域包括ケアシステムについて
（１）現状の体制について
（２）進捗状況について
（３）ＧＰＳ端末携帯の貸与について
３．安心の街づくりについて
（１）防災・減災について
（２）避難訓練について
（３）神栖中央公園・神之池の防犯について
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6
23番

長谷川　治吉　議員
（40分）

１．ＩＣＴの活用について
（１）行政におけるタブレット端末の導入について
（２）教育のＩＴ化に向けた環境整備について
２．熱中症対策について
（１）学校施設整備における暑さ対策について
３．ひとり親家庭支援について
（１）母子・父子福祉団体への受注機会増大について
（２）母子・父子並びに寡婦福祉法改正に伴う支援体制の強化
　　　について

7
11番

佐藤　節子　議員
（30分）

１．神栖中央公園の今後の管理体制について
（１）神栖中央公園開園後，公園内の樹木や花の手入れはどう
　　　するのか
（２）市民協働の考えとして，ボランティア，行政区の方々を
　　　どう巻き込むのか
（３）シルバー人材センターの登用は
（４）ペットの散歩，フン害への対応
２．認知症の高齢者の徘徊・行方不明の防止策について
（１）神栖市内の認知症の方々の実態
（２）認知症の方々の対応と市としての関り方
（３）認知症の人の徘徊・行方不明の防止策を市としてどう
　　　考えているか
（４）認知症に対しての今後の方向性
３．神栖市内の介護施設の実態と今後の方向性について
（１）神栖市内の特別養護老人ホームの件数とベット数，入居
　　　数は
（２）特老以外の施設の種類とそれぞれの特色
（３）施設入居，在宅を含め，神栖市内の介護保険利用の実態
（４）今後の特老の方向性（増床予定を含む）
（５）それぞれの施設の支援体制は

8
２番

村田　康成　議員
（40分）

１．市発注事業の現況について
（１）計画変更や予算見直しの事業とその原因について
（２）対応，対策について
（３）契約履行と責任について
２．当市における環境問題
（１）地下水質の安全確保について
（２）悪臭対策について
３．公共施設の管理運営について
（１）市職員と臨時職員の業務体制について
（２）当市の指定管理者の現況と今後について
（３）制度導入によるメリット，デメリットについて
４．当市における高齢化対策について
（１）高齢化の現況と今後の推移
（２）高齢者福祉計画について

9
12番

関口　正司　議員
（40分）

１．憲法厳守の市政を求めて
（１）生活保護について
　①生活保護以下の衣食住と健康について
　②保護申請の状況
　③今後の見通し
（２）女性の地位向上と労働行政の実状
　①成人女性の就労数，労働条件，正規，非正規
　②配偶者控除者数と所得の状況
　③配偶者控除廃止の場合の影響
　④所得税法56条対象者と所得
（３）教育行政について
　①消費税増税による生徒・保護者への影響
　②新年度から先生の就労改善は，どう進むか
　③部活内容とケガについて
　④教育委員会制度改革について
（４）国保と介護について
　①保険料負担と給付削減について
　②介護の事業化や要支援外しの影響
（５）原発ゼロと環境行政
　①原発避難対策について
　②行政の責務について
　③エネルギー対策と節エネルギーの状況
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